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開発研究者の能力開発

社会経済生産性本部 福谷正信

序

 今日の日本企業は極あて熾烈な技術革新 と企業

間競争により，それを担 う研究開発人材に対する

新たな育成とマネジメン トの方法が要請 されて

いる。

 本稿は1998年 筆者が参画 した， 慶應義塾大学

産業研究所 「日本企業における独創的研究開発の

ための人材育成とマネジメントに関する研究」プ

ロジェク トが，代表的な製造業の開発担当部門の

研究者を対象にアンケート調査を実施 し，そのア

ンケー ト調査結果のうち，開発研究者の有効な能

力開発の方法に関する分析 ・討究 した結果を取 り

まとめたものである。

 最初に，開発研究者のもっ研究能力の限界年齢

意識について，研究開発分野別の差異分析を行

い，能力開発の前提条件を明 らかにする。この限界

年齢意識 と能力開発の有効性に関する比較分析を

行い，研究者の年齢と能力開発方法の相関をとる。

 つ ぎに開発研究者のキャリア志向別に能力開発

方法の有効性認識を比較するとともに，能力開発

に対する所属部門 と個人 との相違点および担当分

野の差異に伴 う有効性分析を行 う。

 最後に能力開発方法 と研究開発成果 との相関分

析か ら開発研究者の有効 な能力開発方法を導 き

出す。

 なお，同様の調査を日本企業の基礎研究部門の

基礎担当研究者を対象に，前回 「研究者の意見調

査」(1994年)を 実施 しているので，その時点の

結果と比較検討 した分析 も加えたことを留意され

たい。

会経済生産性本部(旧 日本生産性本部)「研究開発

技術者のキャリアと能力開発に関する国際比較調

査」(1988年 ～1990年)に よると， 日本のみが

30歳 代後半か ら40歳 代前半 に能力限界を意識

している。イギ リス， ドイツ，アメ リカの研究開

発技術者の約80%が ，「個人差」であり，加齢に

よる能力限界を意識 していない。

 前回の慶應義塾大学産業研究所 「研究者の意見

調査」(1994年)に おいては，約60%の 研究者が

研究能力の限界年齢を意識 している。この調査対

象者は日本の民間企業の基礎研究分野を担 う基礎

研究者である。調査結果によると，基礎研究者の

限界年齢は，「40歳代前半」と 「個人差の問題」と

がそれぞれ約30%を 占あ，双璧をなしている。

前述の社会経済生産性本部調査と比較すると，研

究者の能力限界意識 は個人差の問題であるという

認識が増加 している。

1.2 研究開発分野と能力限界年齢

今回(1998年 調査)は その対象者を，基礎研究

図表1 限界年齢

開発研究

    (%)

基礎研究

30代 前半

30代 後半

40代 前半

40代 後半
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2.0
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25.5

4.1
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22.9

4.0

29.9

図表2 限界年齢事由

1 研究能力の限界

(%)

開発研究

 1.1 研究能力の限界年齢意識

 わが国では研究開発技術者の能力限界意識が，

加齢により強まることが揶揄 されてきている。社

基礎研究

体力的な問題
集中力等精神的問題

創造性等発想力問題
チャレンジ精神問題

急速な技術革新
管理的業務多忙

研究開発以外の多忙

27.7

15.6

35.2

24.8

23.1

71.7

54.5

28.7

18.4

31.2

26.0

16.4

69.7
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注)複 数選択
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図表3 限界年齢意識と能力開発
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分野(1994年 調査)で はなく開発研究分野の開

発研究者に絞 り，同種調査を実施 した。その結果，

図表1に 示 したように，研究能力の限界年齢意識

については基礎研究分野より開発研究分野の方が

若干強いことが得 られた。注目すべき共通の変化

は，限界年齢意識そのものに対する認識である。

すなわち，前掲国際比較調査に比べ，特定年齢に

対する限界意識が減少 し，「個人差の問題」という

選択が増加 していることである。

 この研究開発分野による認識の差異を分析する

ために，研究能力の年齢限界の事由を比較 してみ

る。図表2に 示 したように，基礎研究分野 と開発

研究分野の双方とも，「管理的業務による多忙」と

「研究開発活動以外の仕事による多忙」を，有効回

答者の半数以上が指摘 している。

 基礎研究者と比較 して開発研究者がより強 く意

識 している限界年齢事由は，「急速な技術革新に

ついていけない」 と 「創造性等の発想力の問題」

である。反対に基礎研究分野の研究者は 「集中力

等の精神的な問題」を限界事由としてより強 く意

識 しているが，両者に大 きな差異 はない。

 以上のように，開発研究者の能力開発を検討す

る前提として，研究能力の限界年齢意識を分析 し

た結果，以下の3点 を指摘することができる。第

1に は特定年齢に能力限界意識は存在するが，個

人差の問題 という認識が増加 していることであ

る。第2は 研究開発分野の違いによる能力限界意

識に大きな差がないことである。第3に 開発研究

者が認識する限界事由は，急速な技術革新につい

ていけないことと発想力の枯渇である。この限界

事由を払拭する有効な能力開発方法が求められて

いるのである。

2 限界年齢と能力開発

 2.1 限界年齢意識と能力開発の有効性

 次に，開発研究者の能力開発方法の有効性認識

について，研究能力の限界年齢意識の有無による

差異の可能性を分析 した(図 表3参 照)。

 限 界 年 齢 を 意識 して い る開発 研 究 者 は，

「OJT」，「責任の重い仕事の経験」，「自己啓発」，

「専門分野の学会に出席」，「新 しいプロジェクト

の企画 ・推進」，「専門分野に関する講習会やセミ

ナー」といった能力開発方法 を有効 と認識 して

いる。

 また，限界年齢意識のない開発研究者 も， ほぼ
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図表4 加齢と能力開発との相関係数
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図表5 高度専門職志向と能力開発
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同様の傾向を示 したのである。

 限界年齢意識の 「有る者」が 「無い者」に比べ

て高い項 目は 「責任の重い仕事の経験」，「国内留

学」，「異分野 の研究開発者 との共同プ ロジェク

ト」，「部門内でのローテーション」などであるの

に対 し，「無い者」が 「有る者」に比べて高い項目

は 「自己啓発」，「先輩や上司の指導 ・OJT(職 場

内訓練)」，「社外の研究機関での共同研究開発」，

「海外留学」などである。特に「自己啓発」の場合，

限界年齢が 「ある」と回答 している人々と 「ない」

と回答 している人々の間には統計的に有意な違い

があり，限界年齢が無いと答えている人々はある

と答えている人々に比べ，能力開発の方法として

自己啓発がより有効であると認識 しているのであ

る。限界年齢意識の 「無い者」は 「有る者」と比

較 して，社内外の専門家との交流 ・啓発を通 じて
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図表6 能力開発の有効性格差

1.先 輩や上司 の指導 ・OJT(職 場内訓練)

2.責 任 の重 い仕事 の経験
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9.国 内留学

10， 海外留学

11.自 己啓発
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14.社 内の有志 によ る勉 強会

15.専 門分野 の学会 に出席

学習する傾向がある。

 以上の結果，開発研究者が研究能力の限界年齢

意識を払拭 し，第一線で活躍できるようにするた

めには，重大職務の経験とともに海外留学や社外

での共同研究による異分野人材との交流 ・啓発で

ある。開発研究者の発想力の醸成と技術力の向上

を継続的に図ることにある。
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 これらの分析結果から，年代による能力開発方

法の相関が異なることを導き出すことができる。

若年層にはOJTと 専門家か らの学習であ り，中

年層では責任の重い職務の経験，留学による研究

交流であり，高齢者層には部門間のローテーショ

ンや新規プロジェクトの企画 ・推進である。

 2.2 年齢と能力開発方法との相関

 図表4に 示 したように，回答者 自身の年齢と有

効な能力開発方法 との相関をとると，能力開発方

法の有効性に対する認識が，加齢 とともに変化 し

ているのである。加齢 とともに，有効性が低 く

なってしまう，すなわち若年層に比較的有効な能

力開発方法は，「OJT」，「講習会やセ ミナー」，「社

内勉強会」，「学会出席」である。反対に，加齢 と

ともにより有効 な能力開発方法 は，「責任の重い

仕事 の経験」，「部門を越えたローテーシ ョン」，

「新 しいプロジェク トの企画 ・推進」，「国内留

学」，「海外留学」である。

 一方，年齢との相関の少ない能力開発方法は，

「部門内ローテーション」，「異分野の研究開発者

との共同プロジェク ト」，「関係会社への派遣」，

「社外の研究機関での共同研究」，「自己啓発」，「社

外の専門家 との交流や勉強会」である。 これらの

能力開発項 目は加齢にともな う相関の変化がな

く，年齢に左右されない能力開発方法 という見方

3 キャリア志向と能力開発方法

 次 に開発研究者の専門職志向と管理職志向によ

り，有効な能力開発方法は異なるのであろうか。

 本調査において，高度専門職志向の開発研究者

は，「OJT」，「責任の重い仕事の経験」の次に 「自

己啓発」，「学会出席」，「専門分野に関する講習会

やセ ミナー」を有効であると指摘 している。

 一方，管理職志向の開発研究者は 「責任の重い

仕事の経験」，「OJT」 の次に 「新 しいプロジェク

トの企画 ・推進」，「自己啓発」，「部 門を越 えた

ローテーション」を有効な能力開発方法と認識 し

ている(図 表5参 照)。

 管理職志向の開発研究者には，責任の重いある

いは新たなプロジェクトの経験が有効であるが，

高度専門職志向の開発研究者には専門分野の習得

や学習が求められている。管理職志向者には “経

験蓄積重視”の人材育成方法が有効であり，専門

職志向者には “知識追求重視”の人材育成方法が
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図表7 分野別能力開発
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図表8 研究開発成果と能力開発方法との相関係数
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有効であることを導 き出すことができる。

4 能力開発の有効性分析

 開発研究者の能力開発方法に対する評価を，所

属部門方針 と個人との認識差，研究開発分野 によ

る認識差の双方から分析する。

 4.1 部門重視項 目と個人有効項 目の相違点

 第1に 能力開発方法の有効性について，所属部

門の方針と個人の認識が，果た して一致 している

のであろうか。

 開発研究者は能力開発項 目の中で 「先輩や上司

の指導 ・OJT(職 場内訓練)」すなわち 「OJT」 を

最 も高 く評価 しているが，その程度は所属部門の

極めて高い評価と異なり，相対的に低い。反対に，

開発研究者自身は 厂責任の重い仕事の経験」を有

効な能力開発方法 と思 ってきているが，所属部門

の評価はそれほど高 くない(図 表6参 照)。

 4.2 担当分野による能力開発の有効性

 次に研究開発分野によって，能力開発方法の有

効性の差異 はあるのか。

 最 も有効な人材育成方法にっいて，基礎研究者

(1994年 調査)と 開発研究者(1998年 調査)の 両

者に共通する項目として第1に 「OJT」， 第2に

「責任の重い仕事の経験」，第3に 「自己啓発」を

挙げることができる。

 基礎研究分野と比較 し，開発研究分野において

より有効であった能力開発項 目は，「部門間 ロー

テーション」，「異分野の研究開発者 との共同研究

プロジェク ト」および 「専門分野に関する講習会

やセミナー」である。因みに，開発研究分野より

基礎研究分野 において有効な能力開発項 目は，

「部門内 ローテーション」 と 「海外留学」 である

(図表7参 照)。

 その結果，基礎研究者には特定領域の専門性を

磨 くことや世界 レベルの専門家か ら学ぶ ことと

いった “専門特化型”人材育成が有効な方法であ

る。一方，開発研究者には他部門への異動や共同

研究さらには講習会やセ ミナーへの参加といった
“交流啓発型”人材育成方法が有効である

。

5 能力開発方法と研究開発成果

 研究成果を上げた開発研究者が，有効と認識 し

た能力開発方法を，研究成果項 目と能力開発項目

との相関係数から分析する(図 表8参 照)。

 5.1 特許申請

 研究開発成果 の1っ である海外での特許申請

については，「新 しいプロジェクトの企画 ・推進」

との相関がある。一方，「OJT」 は逆の相関が見 ら

れた。また，国内での特許申請に関 しては各能力

開発項目との相関が見 られない。

 5.2 学会発表や論文掲載

 海外での学会発表と 「海外留学」との間には相

関があるが，その他 には相関がない。

 国内での学会発表 と 「社外の研究機関での共同

研究開発」，「国内留学」，「海外留学」，「社外の専

門家 との交流や勉強会」，「専門分野の学会出席」

といった各項 目との相関が見 られる。 しか し，

「OJT」，「責任の重い仕事の経験」，「部門を越えた

ローテーション」との間には逆相関が見 られる。

 海外雑誌への論文掲載 と 「社外の研究機関での

共同研究開発」，「国内留学」，「海外留学」，「社外

の専門家 との交流や勉強会」 との間に相関が見 ら

れる。国内雑誌への論文掲載と 「国内留学」，「社

外の専門家との交流や勉強会」との間には相関が

ある。しかし，「OJT」 と国内外の雑誌への論文掲

載には逆相関が見られる。

 5.3 製品化 と表彰および事業部対応

 研究開発成果の製品化への貢献や社内表彰受賞

と，「新 しいプロジェク トの企画 ・推進」との間に

は相関が見られる。社外での表彰受賞と 「海外留

学」にも相関がある。また，事業部などからの重

大な要請に応えたものと，「新 しいプロジェクト

の企画 ・推進」 との間にも相関が見 られる。

 しか し，製品化と 「社外の専門家との交流や勉

強会」や 「専門分野の学会に出席」との間は逆の

相関が見られる。



 5.4 招待講演と国際会議の座長や主催

 招待講演 と 「海外留学」，「社外の専門家との交

流や勉強会」との間には相関がみられる。一方，

「OJT」とは逆相関である。また，国際会議などの

座長と 「海外留学」とも相関がみられる。しかし，

国際会議などの主催と各能力開発項目には相関が

見られない。

6 結語

 研究能力の限界年齢意識は減少 しつつあり，か

っ個人差の問題という認識が拡大するなかで，開

発研究者の能力開発が，従来以上に重要な人事政

策となったことである。とくに創造性といった発

想力の涵養や新技術の習得によって限界年齢意識

を克服 し，職業生涯を研究の第一線で活躍できる

キャリア ・ルートの構築が第1の 課題である。そ

のための有効な能力開発方法は，責任の重い仕事

の経験や異分野の研究開発者との共同プロジェク

トへの参画さらにはローテーションである。

 第2に 導 き出された政策課題 は，能力開発の有

効性が加齢とともに異なることか ら，年齢や勤続

によって開発研究者の育成方法を選択することで

ある。

 第3は キャリア志向ここで は高度専門職ある

いは管理職によって，能力開発方法の有効性が異

なることである。前者の高度専門職志向者には知

識追求型能力開発を，後者の管理職志向者には経

験蓄積型能力開発を重視することである。
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 第4は 能力開発方法について，所属部門の重視

項 目と個人の有効認識項 目とが若干異なり， とく

にOJTに 対 しては所属部門が，重大職務 の経験

については個人がより有効 と認識 していることで

ある。また，研究開発分野にともなう能力開発方

法が異なり，基礎研究分野は専門特化型が，開発

研究分野は交流啓発型人材育成が有効である。

 第5は 研究開発成果 と能力開発項 目との相関

から，特定の成果を導き出すためには，有効な能

力開発方法を取捨選択することである。

 以上の分析結果は，開発研究者の意見調査を集

計 し，分析 したものであり，今後は具体的な事例

を捉え，定性的な分析を通 じてさらなる検証を重

ねることが期待される。
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